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パナソニックモバイルコミュニケーションズ株式会社

　2011年 12月、パナソニック モバイルコミュニケーションズ株式会社（以下PMC）の星社長

は「2012 年 3月からグローバルモデル 1機種を開発し、欧州においてスマートフォン 150万

台の販売を目指すとともに、2015年度には、欧州・アジア・中国・米州で900万台、日本国内

600万台（内、スマートフォン500万台）と合わせ、グローバル1,500万台の販売を目指す」と

プレスリリースを公表［1］した。

　パナソニック株式会社において、最も大きな事業セグメントはデジタル AVCネットワーク事

業であり、2011年 3月期における連結売上高86,927億円に対して33,039億円と 3割超を占め

ている。このデジタルAVCネットワーク事業における戦略ドメインの一角をPMCは担っている［2］

が、2010年度の売上高は2,434億円と 7.4％程度にとどまる。（付属資料1～ 5参照）

　2012年 5月、2011年度通期の国内携帯電話出荷台数と各メーカーの市場シェアが公表［3］さ

れた。プレスリリースされた数値は2011年度の総出荷台数は4,274万台、対前年13.5％増であ

るが、来季の予想は4,060万台で対前年5％減の見通しである（付属資料6参照）。

　一方、PMCの端末出荷台数シェアは9.5％と、富士通、米アップル、シャープに次ぐ第4位であり、

前述のプレスリリースにある目標数値600万台はかなり厳しい目標と映る。

　今、世界の携帯電話業界は大きな転換点を迎えている。従来型の携帯電話に替わり、インター

ネット接続を前提とした多機能端末、スマートフォンへの急激なシフトがグローバルに進行し、
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［1］ 出所：PMC プレスリリース（2011.12.9） 

 http://panasonic.co.jp/corp/news/official.data/data.dir/jn111209-2/jn111209-2.html 
[2] 2012 年 1 月より、PMC 社は「システムコミュニケーションズ社」の傘下となっている。（出所：2011 年 10 月

31 日 事業戦略説明会資料

 http://panasonic.co.jp/ir/reference/presentation/20111031.pdf) 
［3］ 出所：株式会社 MM 総研プレスリリース（2012.5.9） 

 http://www.m2ri.jp/newsreleases/main.php?id=010120120509500 
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国内移動体通信キャリアもスマートフォンへのシフトを一層強化している。利用者の負担に上限

額を設けたスマートフォン向けの定額制料金プランの開発や、設備投資面でも第3世代のネット

ワークからLTE（Long Term Evolution）と呼ばれる超高速大容量通信に対応した設備投資に本

腰を入れてきており、海外の各種メーカーも新たな需要への対応に勢いを増している。今、まさ

に移動体通信業界全体に大きな変革期が訪れている。

会社の沿革

　1958年 1月 17日、松下通信工業株式会社（2003年 1月 1日、PMCへ社名変更）は、大阪府

北河内郡門真町に誕生した。当初は、電電公社が独占していた固定通信市場向けの通信機器製造

が中心であった。移動体通信市場への参入、すなわちPMCの事実上の創業はそれから10年後の

1968年となる。このときPMCは電電公社にポケットベルの納入を開始。その後、業績は拡大し、

同年に東証及び大証二部に上場、翌年には一部指定変更と業績は順調に推移していくこととなる。

　日本市場において、携帯電話市場が急激な成長を遂げるきっかけとなった出来事は、1994年

に NTTドコモが新規加入料を廃止したことによる。これにより、契約時に負担するイニシャル

コストは契約事務手数料の3,000円のみとなり、需要に火がついた。

　こうして 1995 年に 860万台だった国内市場は、翌年には 1,600 万台と約 2倍に伸び、以降

2000年までは拡大の一途となっていく。この流れの中、PMCは卓越した技術と製品開発力をも

とに今までにない超小型な携帯端末を開発した。これは顧客から強力に指示され、1997年には

国内シェア3割と圧倒的シェアとブランド力の強さを誇っていた。

　しかし、翌年1998年に国内シェア35％、世界シェア9％と名実ともに王者の地位を得たのを

最後に、以降PMCのシェアは減少の一途となっていく。そして、2000年には 640億円の営業赤

字へと陥落した。その後、後述する「中村改革」の一貫で松下グループの事業再編のため、2002

年 9月、松下通信工業株式会社は株式上場廃止となる。翌年2003年 1月、株式交換により松下

グループの 100％子会社となり、パナソニックモバイルコミュニケーションズ株式会社（PMC）

と社名変更が行われた。

　この結果、システム事業や自動車機器事業は松下電器産業（以下、松下）へ、固定電話・PBX

事業はパナソニックコミュニケーションズへ、そして医療機器事業は社内カンパニーのヘルスケ

ア社へそれぞれ事業移管され、PMCは携帯電話端末事業に特化することとなった。
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パナソニック

　PMCの親会社であるパナソニックは、言わずと知れた日本を代表する電機メーカーのひとつで

ある。

直近の経営状況

　2012年 5月、パナソニックは 2012年 3月期決算短信にて当期純損失が 7,722億円と過去最

大の欠損になることを発表［4］した。当年度の連結売上高は7兆 8,462億円と前年比10％のマイ

ナスである。2011年度は、「東日本大震災の影響による電力供給懸念やタイ洪水によるサプライ

チェーンの寸断、欧州金融危機に端を発した世界経済の混乱、円高の進行など、国内外で経営

環境が悪化」［5］した。セグメント別でみると、AVCネットワークスの売上高は、薄型テレビやデ

ジタルカメラなどの売上が減少し1兆 7,135億円（前年比21％減）となり、営業利益は、売上

の減少や価格低下の影響が大きく678億円の損失を計上した。また、システムコミュニケーショ

ンズについても減収減益となり、小型複合機やハンディターミナル（業務用端末）、携帯電話な

どの低迷で8,408億円（前年比10％減）、営業利益は173億円と悪化した［6］。

松下からパナソニックへ

　パナソニックは、1918年の創業以来、日本初の事業部制組織や系列販売店制度の導入など、

幸之助の理念に基づいた独自の経営で順調な発展を遂げてきた。1951年には、海外展開を視野

に入れ、幸之助自身がアメリカを視察するなど早くから世界に目を向けていた。その後、かねて

取引のあったオランダのフィリップス社と技術提携を行い、1952年 12月松下電子工業が誕生し

た。1960年代に入り、日本の電機メーカーの先陣をきって海外に工場を建設し、その国ともに

繁栄を求めるべく、当社の経営理念と経営基本方針に基づき事業を展開した。「家電の松下」と

して家庭用電化製品で圧倒的な強さを見せていたが、1977年の社長交代以降は、家電メーカー

から総合エレクトロニクスメーカーへと転身、現在では生活家電だけでなく、携帯電話や住宅事

業など多様な商品を抱えるまでになっている。2003年には、「Panasonic」をグローバルブラン

[4] 出所 :年間決算説明会資料「2011 年度決算概要・2012 年度見通し」(2012 年 5 月 11 日 ) 

 http://panasonic.co.jp/ir/release/2011/2011_full/financial_results_j.pdf 
[5] 出所 :株主総会招集通知添付書類 事業報告 (平成 23 年 4月 1日から平成 24 年 3月 31 日まで ) 

 http://panasonic.co.jp/ir/stockholder/pdf105/st105_02.pdf 
[6] プレスリリース「松下電器産業株式会社が「パナソニック株式会社」に社名を変更」(2008 年 1 月 10 日 ) 

 http://panasonic.co.jp/corp/news/official.data/data.dir/jn080110-4/jn080110-4.html 



4

5

10

15

20

25

30

90-12-25098

ドと位置づけ、2008年には「パナソニック株式会社」（英文表記：Panasonic Corporation）へ

と社名変更・ブランド統一を行う。これは、グループの全従業員が「Panasonic」の名のもとで

一丸となり、真のグローバル企業を目指す決意を表すものである。

パナソニックの経営理念

　パナソニック創業者である松下幸之助は「経営の神様」と呼ばれ、「幸之助哲学」と言われる

独特の経営理念で、松下の発展を導いてきた。彼の思想は、現在も企業理念として経営活動の根

幹を成している。彼は経営だけでなく人間そのものに通じることに関しても深い思いを持ってい

た。（付属資料7参照）

　彼が残したものの一つにこのような言葉がある。

「繁栄こそが幸福で平和な生活をもたらすものである。これを実現しなければ、国家も社会

も安定することは無い。」［7］

パナソニックショップ

　パナソニックショップ（通称パナショップ）とは、商品の販売からアフターサービスまで一貫

して行う松下の系列販売店である。「あなたの街の電気屋さん」として認知度も高く、電球の交

換などにも気軽に応じてくれる地域密着型の販売店である。もともとは、松下幸之助が小売店を

一軒一軒自らの足で訪ね歩き、松下製品を販売してもらえるよう店主に依頼したことに始まる。

このとき幸之助が説いた経営理念が「水道哲学」と「共存共栄」であった。その後、系列店とし

て組織化しパナショップの前身「ナショナルショップ」網が形成され、最大で全国約5万店まで

増え松下とともに成長してきた。ところが量販店との競争が激しくなり、現在では約1万 8,000

店にまで減少している。（付属資料8参照）

パナソニックの経営革新

　小さな町工場からグローバルへと発展を遂げたパナソニックであるが、過去には危機的局面を

向かえていた。パナソニックの歴史上、特徴的な2つの事例を紹介する。

[7] 出所：IT 用語辞典バイナリ -日本の創業者列伝 -松下幸之助とは

 (http://biography.sophia-it.com/content_jp_great/ 松下幸之助 ) 
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中村改革

　2002年 3月期に松下は、5,377億円という巨額の損失を計上した。2000年 6月に社長に就任

した中村邦夫は、「破壊と創造」をスローガンに組織改革を実施、2006年 6月期には 5％近い営

業利益を稼ぎ出すまでに回復、歴史的快挙を遂げた［8］。

　1990年代から新たなデジタル・ネットワーク製品が普及し始めた。技術革新のスピードは速

まり製品ライフサイクルは一層短期化していた。市場の競争環境にも変化が表れ始め、例えば、

各国内電機メーカーのテレビシェアを見てみると、1980年代には 25.5％と松下がダントツで国

内トップ、三位のソニーはわずかに9.8％でしかなかった。しかし、ソニーは平面ブラウン管「ベ

ガ」を発売し、大ヒットとなる。この平面ブラウン管の競争に乗り遅れた松下は、2000年には

松下18.3％、ソニー17.8％と並ばれる結果となった［9］。当時、松下のテレビ事業部では自社製

品への自信から特に危機感を感じていなかったとの話もあった。

　社長就任後、中村が掲げたスローガンには彼のある思いが込められていた。それは、「これま

での成功体験に基づいた仕組みや考えを改め、新たな組織を再編する」という思いである。当

時グループ全体で100以上の事業部が存在していた。これは一品一業という幸之助の考えに基

づいたものであったが、技術開発の重複や競争スピードの速い時代においては競争力の阻害要

因であると考えられた。中村は、類似商品群ごとにドメイン間の線引きを行うことでグループ

内の事業の重複・競合を排除した。この事業ドメイン体制により、「自社はどのような顧客を相

手にしているか」が明確化された。この顧客志向に対応した組織体質を象徴するかの如く、改

革後に生んだデジタルカメラ「LUMIX」は高い人気となり黒字化にも貢献している。その他リス

トラや松下電工へのTOB（株式公開買い付け）による子会社化、PMCを含めたグループ会社の完

全子会社化（上場廃止）など、「創業者の理念以外はすべて変えて構わない」との宣言通り中村

改革は進められた。その結果、2006年 3月期には 5％近い営業利益を出し、松下は V字回復を

遂げた［10］。

　当時の組織体制を問題視していた人物が他にもいた。それは、改革以前、存亡の危機にあっ

たパソコン事業を担当していたチームである。

[8] 出所：日経ビジネスオンライン「「中村改革」最大の功績はパナソニックブランドの価値向上」(2006,6,28) 

 http://business.nikkeibp.co.jp/article/manage/20060622/104908/?rt=nocnt 
[9] 出所：伊丹 敬之「松下電器の経営改革 (一橋大学日本企業研究センター研究叢書 )」,有斐閣，2007 年 
[10] 出所：日経 BP ネット「中村改革が生んだ最高傑作「マーケティング本部」」(2006,4,10) 

 http://www.nikkeibp.co.jp/style/biz/feature/panasonic/060410_3rd/ 
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レッツノート誕生

　1996 年の夏、「レッツノート」が顧客の支持を集めた。この初代レッツノートの開発には、

販売店や顧客の声を全面的に取り入れ、また開発チームの強い思いが込められてできた商品で

あった。

　パナソニックでは、過去に何度かコンピュータ事業に参入を試みるがいずれも失敗、パソコ

ン業界においてパナソニックの知名度は決して高いものではなかった。1996年に発売した「WOODY

（パソコンとテレビを融合した商品）」はヒットせず、また販売方法も家電で成功した系列店販売

を中心としていたが、販売員に十分な知識がなく説明が難しい商品であることが後で分かった。

さらに、事業部制組織がシステム商品の展開を阻害しているとの意見もあった［11］。

　同社には、ラジカセの販売に際してこのような話しがある。ラジカセの販売にあたりラジオ

事業部と録音機事業部のどちらが扱うかが問題となり最終的には、2つの事業部から異なるラジ

カセが発売されたという話がある。

　レッツノートの開発チームは、こうした社内のしがらみを嫌い、組織改革を働きかけた。そ

の結果、1997年にこれまでのパソコン関連事業が一本化され、「パーソナルコンピュータ事業部」

が発足した。同時に、PC関連商品の営業やマーケティングを担うパナソニックコンピュータカ

ンパニー（PCC）が設置された［12］。

　開発チームは、消費者の要望をリアルタイムで捉えるため、電子広場を設置し、レッツノー

トの使用者から意見を募り製品開発に反映した。レッツノート成功の裏には、こうした顧客志

向が大きく影響していたものと思われる。

携帯電話の歴史

　携帯電話は、ワイヤレス通信の歴史を、通信距離の観点で見る事で捉えられる。20世紀初頭

から1960年代の衛星通信の時代までは、距離が長いほど価値が高く、衛星による国際電話やテ

レビ放送のための国際中継など、世界は1つであると人々に思わせた［13］。この中で、携帯電話

（セルラー通信）は電話の概念を拡張し、爆発的に世界中に広がり、人々は文字や画像を送信で

きる携帯端末を持つようになった。（付属資料9参照）

　公衆携帯電話（セルラー通信）は、日本電信電話（NTT）が世界ではじめて携帯電話を実用化

[11] 出所：日経ビジネス「こんな組織がヒットを生む」(1997 年 5 月 19 日号 ,p34-36) 
[12] 出所：日経ビジネス「松下電器産業のパソコン事業」(1999 年 2 月 8日号 ,p39-41) 
[13] 当時、情報を発するものは人間のみであり、コンピュータのような情報機器はなかった。人間が情報を伝えた

ければ、有線電話を利用したり、近づいて話し合ったりすればばよかった。



7

5

10

15

20

25

30

90-12-25098

し、1979年に東京でサービスを開始した。意外なことに、アメリカが携帯電話を実用化した年

は1981年であり、日本に遅れをとっていた。この当時、NTTが実用化した第一世代の通信方式

は自主開発したいわゆる“NTT方式［14］”で現在と比較すると導入価格、通信費用は共に数十倍

であった。

　日本市場における、新規参入の事業者は KDDIの前身［15］である日本移動通信（略称 IDO、本

社東京）と関西セルラーであった。1987年、トヨタグループは「日本移動通信（以下、IDO）」

を設立。IDOは、モトローラが主導権をもって開発した北米方式のTACS方式を選択した。この

時から日本国内においては2つの通信方式が併存することとなった。

　1985年 9月には NTTが「ショルダーホン」のレンタルを開始した。ショルダーホンは車外で

も使用できる自動車電話という位置づけであり、電話機の重量も約 3kgと重かったため、携帯

時はショルダーバッグのように肩にかけて持ち出す必要があった。この時期の課題の中心は小

型軽量化にあった。

　1989年、米国の自動車・携帯電話の加入数は200万台を突破した。1年間で 75万台増えた成

長市場であるが、メーカー別のシェアをみると、モトローラや東芝からOEM供給を受けているマッ

チボックス社といった現地企業、ユニデン、日本電気、松下通信工業、三菱電機など日本メーカー

を含め10社近くがそれぞれ8－ 15％とほぼ横並びであり、日本メーカーは各国の方式に合わせ

た機種を開発して売り込んでいた。

　一方、1989年 3月時点での日本市場は24万契約であり、各メーカーともトップシェアのNTT

に対する納入競争に躍起となっていた。日本電気と松下通信工業が当初から圧倒的なシェアを

握っていたが、三菱電機、富士通、日本無線などが順次参入してきた。モトローラもその一角

である。

　1980年代後半に、米国サンディエゴのベンチャー企業である QUALCOMM Inc. が CDMA（code 

division multiple access）方式の利用を発表した。CDMAは、米国よりも韓国と日本で先に事

業化された。米国では、韓国と日本ほどには携帯電話は普及していなかったが、通信方式を提

案することで、特許料収入を得ていた。周波数が有効利用できるというCDMAのメリットは、広

い国土の米国ではさほど認められず、韓国や日本といった人口密集地域で重宝された。CDMAの

登場以降は、携帯電話技術では米国はアジアと欧州諸国に水をあけられている。

　次の変化はデジタル化である。デジタル化は、欧州における1992年のGSM（global system for 

mobile communication）方式の運用に始まり、日本ではPDC（personal digital communication）

方式が1993年に開始された。

[14] HiCAP と言われる FDD-FDMA-FM のアナログ携帯電話方式であり、1999 年 3 月に終了。第 2世代のデジタル PDC
方式へ置き換わることとなる。

[15] 2000 年 10 月、DDI、KDD、IDO の 3社が合併して「KDDI」発足し、au ブランドでサービスを提供した。
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　1991年から 1995年にかけて現在のソフトバンクモバイルの前身にあたる、日本テレコム株式

会社が、東京、関西、東海にデジタルホン 3社、九州、中国、東北、北海道、北陸、四国にデ

ジタルツーカー6社を設立［16］。

　その後、着実に携帯電話市場は伸びを示していく。（付属資料10）

　革命的な出来事は、日本において1999年に携帯電話からのインターネット接続サービス（携

帯電話 IP接続サービス）「i-mode」、「EZweb」、「J-スカイ（現 Yahoo! ケータイ）」が始まった

ことである。コンテンツサービスの拡充と共に、携帯の多機能化が始まった。通信速度の増加

と共に、データ通信やワンセグなども視聴可能となる。これら携帯電話の多くの機能は、通信キャ

リア主導で開発が進み、日本において独自の進化を遂げた。これらは余りにも最先端を追ったも

のであるが故、他の国で使用することができない端末であった。やがて、外洋で孤立した離島

において、独自の進化を遂げたガラパゴス諸島の生物になぞらえ、日本独自の携帯が多くの国々

との互換性を失っていくことを称し、ガラパゴス携帯と揶揄されることとなった。

　この要因の一つは、日本の携帯電話市場のエコシステムの特殊性にある。日本市場は、通信キャ

リアが日本独自の通信規格や通信サービスを次々開発し、短期的な買替サイクルを助長させるべ

く販売奨励金をばらまくことで、ユーザーがタダ同然で端末を購入できる環境を作りあげていっ

た。こうした垂直統合モデルは、海外メーカーには高い参入障壁となった。このため、日本のメー

カーは挙って通信キャリア詣でを行い、高価格、高付加価値の通信端末の開発をつづけていく

こととなる。

　2000年代後半、日本市場が1億加入を超えて国民1人 1台という時代を迎えると、こうした

通信キャリアと端末メーカーの蜜月状況は次第に変化を遂げてくる。機能は既に開発し尽され、

各メーカーとも差別化がみられなくなったことで販売数が次第に減少していくこととなる。

　そして、その状況をさらに加速させることとなるのが総務省による端末販売奨励金制度廃止

の動きであり、これにより端末の販売数が激減することとなる。

　2007年、総務省がこれまでの端末価格を抑える代わりに利用料で元を取る従来プランをやめ、

月々の通信費用負担を抑えるかわりに端末の実勢価格を払う(一括・月賦払いを選択可能）、新

しい料金プラン（分離型プラン）についての意見をまとめた。

　2008年、3大キャリアのいずれも端末販売奨励金を廃止した分離型プランの販売を開始すると、

ユーザーは端末の買替え時に 5万円以上の端末を購入しなければならなくなった。さらに料金

プランやカップ販売などで 2年縛りとなることから端末の買い替え間隔は大幅に伸びた。この

[16] 2001 年（平成 13 年）10 月、Vodafone International Holdings B.V.（以下、英ボーダフォン）が日本テレコ
ム株式会社に対するTOBを実施し、親会社であるVodafone Group Plcが日本テレコム株式会社を子会社化する。
その後、2006 年 3 月、 英ボーダフォンが日本法人の携帯電話事業を 1兆 7,500 億円でソフトバンクに売却する
ことで合意し、現在のソフトバンクテレコムが誕生した。
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ため、既に飽和に近い携帯電話保有率と併せて、最盛期は5,000万台弱前後で推移してきた国

内年間販売台数は、2007年をピークとして減少［17］に転じることとなる。

　それに加えて、2008年には従来型の携帯電話中心の日本市場にソフトバンクから iPhone3G

が発売され、業界には大きな転機となるスマートフォン時代の幕明けが始まった。

直近の携帯電話業界の動向

　総務省の報道資料によると、2011年 12月末時点での携帯電話及びPHSの加入契約数の合計は

1億 2,986万 8,000件の加入となり、前年同期と比較して7.6％増と引き続き堅調な伸びを示し

ている。また、携帯電話及びPHSの人口普及率が101.4％となり100％を超えた。

　MM総研は、2012 年 3月末時点のスマートフォン契約数は 2,522 万件、スマートフォンと

フィーチャーフォンを合わせた端末総契約数1億 1,232万件に占めるスマートフォン契約比率

は22.5％、その後は2013年 3月末：4,335万件（37.7％）、2014年 3月末：5,659万件（48.3％）、

2015年 3月末：6,629万件（55.8％）、2016年 3月末：7,447万件（62.1％）、2017年 3月：8,119

万件（67.3％）となり、2014年度末にはスマートフォン契約数が過半数になるものと予測して

いる。（付属資料11）

　他方、世界を見ると、2010年の世界のスマートフォン出荷台数は前年比156.1％の 2億 9,593

万 6,000 台（2009 年実績 1億 8,955 万 4,000 台）であった。2011 年のスマートフォン出荷台

数は前年比163.4％の 4億 8,374万 3,000台の見込みとなっている。2012年以降はハイエンド

のみならず、150ドル未満のローエンドモデルへの注目度が高まる見通しである。特に新興国・

途上国向けの製品では大手メーカーに加え、コスト競争力に優れる地元資本との競争が激しく

なり、将来的にはフィーチャーフォンがスマートフォンに置き換わる見通しである。（付属資料

12参照）

　現在スマートフォンに最も搭載数が多いOSは「Android」である。このOSは、オープン・ハ

ンドセット・アライアンス (Open Handset Alliance, OHA) という共通ソフトウェア「Android」

の開発を推進するために組織された団体により日々進化していく。この組織は、インターネッ

ト検索サービス大手である米Googleを中心として2007年11月に組織された。（付属資料13参照）

　2012年第 1四半期（1～ 3月期）の世界の携帯電話のメーカー別販売台数では、韓国Samsung 

Electronics が、1998 年以来首位の座を守ってきたフィンランドの Nokia を抜いた。Samsung

はスマートフォンの販売台数でも、米 Appleから首位を奪還した。Samsung のスマートフォン

の販売台数は3,800万台で、Android端末全体の 40％以上を占めたという。スマートフォンの

[17] MM 総研の調査データによると、2008 年度 3,578 万台、2009 年度 3,440 万台を記録した。 
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販売台数は、前年同期比44.7％増の 1億 4,440万台で、首位を争うAppleと Samsungが市場の

約半分（49.3％）を占めた。Samsungの携帯電話販売台数に占めるスマートフォンの販売台数は

43.9％と拡大している。また、この中で台数が伸びたのはSamsung、Apple、そして中国メーカー

のZTEと Huaweiである。ノキアは高価格帯のスマートフォンでSamsung、Appleに、中・低価

格帯でZTE、Huaweiなどの中国メーカーの後塵を拝している。（付属資料14参照）

社会の変化

高齢化

　我が国の総人口は2010年 10月 1日現在、1億 2,806万人であるが65歳以上の高齢者人口は

過去最高の 2,958万人である。高齢化自体は、決してマイナスとは言えない社会の現象である

が、高度に社会福祉制度が発達した国家にあっては、年金・医療・福祉など財政面で様々な問

題が生じることがある。一方で、医療・介護などの市場が大きく成長するため企業にとっては、

この分野における成長の余地がある。世界に視野を広げると、現在の日本の状況は一歩先んじ

て超高齢化の道を歩んでいる。今後、アジア全体の高齢化が進展する中で、日本における成功

事例を海外へ展開することも可能であるとも考えられる。（付属資料15）

　日本市場には、携帯電話初心者および高齢者の利用を想定した端末［18］が既に販売されている。

この端末は、誰にでも簡単に扱えるよう人間工学に基づいて設計されたユニバーサルデザイン［19］・

装備・機能が特徴であり、「しんせつ」「かんたん」「見やすい」「あんしん」をコンセプトに、機

能を基本的なものに絞っている。具体的には、ディスプレイやキーの文字サイズを大きくし、タッ

チパネル式端末の場合はボタンのように押した感触を得られる技術を搭載する。また、端末形

状にも配慮し丸みを持たせ、本体側面には滑り止め施すことにより、しっかりとホールドでき

るように設計されている。

　1999年当時、携帯電話マーケットはｉモードが登場し、先進的なデザインやインターネット

接続など、30代前後の若者を中心にした商品開発であった。同年、松下通信工業はP601esとい

う初代「らくらくホン」を NTTドコモ向けに開発する。しかし、松下通信工業がらくらくホン

を手がけたのはこのときが最初で最後、松下通信工業は手を引く戦略を選択した。当時は端末

の高機能化が進み、いわゆるゼロ円端末が当たり前であったこともあり、顧客もハイエンド端

[18] NTT ドコモでは『docomo らくらくホンシリーズ』、au では『簡単ケータイ』、ソフトバンクモバイルでは 
『かんたん携帯』の名称で販売されている。 

[19] 文化・言語・国籍の違い、老若男女といった差異、障害・能力の如何を問わずに利用できる施設・製品・情報
の設計をいう。 
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末を求めた。ハイエンド機の販売ボリュームはもとより、端末の多機能化は端末単価を高価格

帯に引き上げることからメーカーにとっては魅力的に映る。以降、らくらくホンシリーズは富

士通によって開発が続けられ、単独シリーズ商品としては例を見ない大ヒット商品となる。（付

属資料16）

　2011年度までにNTTドコモから販売された「らくらくホンシリーズ」の累計出荷台数は2,000

万台を超え、毎年約250万台を安定して出荷するロングセラー製品に成長した。

　世界的に見ると、このようなシニア層をターゲットに絞った端末の開発は稀である。現在、世

界一のシェアを誇るノキアのラインアップには見受けられない。しかし、スウェーデン・Doro

がシニア層にターゲットを絞った携帯電話端末の開発を行っている。2011年現在、Doro［20］は

北米、イギリス、アイルランドにおいて主に存在感を発揮していると考えられている。

スマートシティ・エコシティ

　世界では、2030年までに 3,100兆円とも言われるアジアを中心とした新都市開発需要を見据

え、各都市で低炭素社会に向けたスマートシティやエコシティが多数プロジェクト化されてい

る。現在、多くのプロジェクトが、技術実証やパイロットから着手されており、近い将来、世

界中でこれらの本格展開・普及が予期される。さらに国内では、2011年 3月に発生した東日本

大震災を受け、安心・安全のエネルギーインフラが注目されつつある。

　このような背景を踏まえ、パナソニックは「パナソニックらしい自然の恵みを最大限取り入

れた、地産地消型の安心・安全なサスティナブル街づくり」並びに、「電力・情報ネットワーク

が最初から繋がり住民に負荷なく最適制御するスマートな街づくり」を目指し、「街まるごと」

ソリューションを実稼働させるためにFujisawaサスティナブル・スマートタウン構想(以下、

Fujisawa SST構想 )を主導している。

　Fujisawa SST構想は、いわばパナソニックの環境技術を集結させた都市の構築であり、環境

貢献・スマート・住民価値を実現するサービス内容は次の8カテゴリーに分類される。

● エネルギー：創エネ・畜エネ・省エネ・エネルギーマネジメントを組み合わせたソリュー

ションを街まるごとで提案。

● モビリティ：交通部門の低炭素化を目指し、EV(エコカー)の普及に向けたシェアリング

サービスを提供。

● セキュリティ：街まるごとでさりげない防犯や見守りサービスを提供。

● ヘルスケア：日々の健康管理から理美容までをサポートするサービスを提供。

[20] Doro(R) http://www.doro.com/
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● コミュニティ：通信サービスと住民向けサービスを、ワンストップのポータルで提供。

● ファイナンス：不動産から環境設備の購入まで家計を支援。

● アセットマネジメント：緑や公園や街路樹等を管理し、景観美化等の資産を維持・向上。

● クラブサービス：エコライフを啓発・促進するための住民交流の場を提供。

　Fujisawa SST構想においてスマートフォンは、様々な街に関する情報を集約して表示する役

目や、スマートハウスやスマート家電などとインターネットを介して接続し、外出先などから

操作するコントローラーの役目を担うことが期待されている。また、構想されている機能だけ

にとどまらず多様な使い方ができると考えられている。（付属資料17）

「商品売り」から「サービスのセット売り」へ、MVNO市場

　近年、MVNO市場に参入する企業が相次いでいる。なぜなら、インフラとして定着したモバイ

ル通信を取り込むことで、サービスに付加価値を提供することができるためである。

　携帯電話などの無線通信インフラを他社から借り受けてサービスを提供している事業者のこ

とを、「仮想移動体サービス事業者(MVNO)」と呼ぶ。無線通信サービスの免許を受けられるのは

国ごとに 3～ 4社程度しかないが、免許を受けた事業者の設備を利用することによって、免許

の無い事業者も無線通信サービスを提供することが可能になっている。

　電気通信の世界では、固定通信サービスを中心に、早くから、（1）通信事業者が個人サービ

スに提供する小口サービス、（2）大企業など多くの回線や電話番号を必要とする大口顧客に販

売する大口サービスのほかに、（3）MVNOに代表される「卸売り」という販売方法が、各国の政

府によって推奨されてきた。

　歴史的に見ると、通信事業は各国で国営の独占事業者が創業し、その後、民営化や新規参入解

禁などの形で市場の機能や競争の導入策が講じられることが多かったためである。日本では、制

度的な意味において、2000年頃から携帯電話のMVNOが可能になっていた。しかし、当時、MVNO

への通信網の貸し出しに積極的な携帯電話・PHS会社は DDIポケット（現ウィルコム）ぐらいし

かなかったため、さほど普及はしなかった。

　こうした差には、欧米の電気通信会社は資金を調達した資本市場・株主から投下資本の早期

回収を求める圧力が強くかかることから、卸売りやMVNOなどできるだけ早く加入者を増やして

収益を上げる手法を好むのに対して、日本の通信事業者はネットワークをある種の利権とみな

して、時間はかかっても、1回線あたりの収入を高くしやすい自前の小口販売にこだわる傾向が

強い面があり、この違いが大きく影響した面があった。

　日本ではディズニーモバイルや日本通信が消費者に比較的知られているが、世界的にみると
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英ヴァージン・グループのMVNOである「Virgin Mobile［21］」など成功を収めたMVNOが多く存

在している。

　また、米アマゾンが販売する電子書籍端末「Kindle」の例は MVNOの新たな利用法を提示する

ものである。（付属資料18）

　Kindleはインターネット上の「Kindle Store」より電子書籍データをダウンロードすること

で、端末上で電子書籍の閲覧が可能となる。端末の通信には、Wi-Fiを利用する方法と3G回線

を利用する方法が用意されており、3Gでの通信にはNTTドコモの携帯電話回線が使用されてい

る。これにより、「いつでも、どこでも」Kindle Storeから書籍の購入が可能になる。また、消

費者は3G回線対応のKindle端末を所有していれば、回線の利用料は支払わなくてもよいため、

通信料を気にせずに、本屋に立ち寄る感覚でKindle Storeを利用することができる。

　このように一部の通信事業者だけでなく、幅広く多彩な日本企業が活発にMVNOとして通信イ

ンフラを利用することにより、新たなビジネスを展開されることが期待される。

SIMロックフリー

　SIMカード (シムカード、Subscriber Identify Module Card)とは、GSMやＷ− CDMAなどの

方式の携帯電話で使われている電話番号を特定するための固有のID番号が記録された ICカー

ドのことである。

　また、SIMロックとは電話機側に施される、特定のSIMカード以外は利用できないように制限

する機能のことである。総務省では2010年 4月 2日にキャリアや携帯メーカーとSIMロックに

ついて解除することで合意している。

　国内の主要3キャリアは2011年春より、SIMロック解除機能を搭載した端末の販売を行って

いる。しかし、利用者が SIMロックの解除を行いたい場合、各キャリアショップ店頭において

有償で解除作業をする必要がある。海外では、SIMロックを実施している国、期間を限定して施

している国、実施していない国がある。総務省の資料によれば、EUとして SIMロックに関する

規制は無いものの、フランスやデンマークでは購入から6ヶ月、イタリアでは18ヶ月経過する

とSIMロックを解除するよう義務づけている。

　利用者にとってSIMロックが解除されている場合のメリットは、他の通信キャリアを自由に

選択することができる点にある。この場合、国内で使用している端末に海外の SIMカードに入

[21] 英ヴァージン・グループ傘下のMVNO（仮想移動通信事業者）。1999年11月から英国で携帯電話サービスを開始し、
オーストラリア、カナダ、フランス、インド、南アフリカ、アメリカで事業展開している。プリペイド・カー
ド方式を採用し、端末を扱う CD ショップ「ヴァージンストア」や電気店、コンビニエンスストア、PayPal な
どで気軽に通信料をチャージすることができる。（http://www.virgin.com/gateways/mobile/） 
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れ替えることによって、現地での国内通話は現地キャリアの値段に応じたものとすることがで

きる。（SIMの入れ替えができない場合は、国際通話扱いとなり通話料金が高い。）

　2012 年 4月 24日、 米グーグルは休止していた Nexus モデルの販売を再開すると発表した。

Nexus モデルは Android OS 各バージョンにおけるリファレンスモデルとして位置づけられ、 

1つのバージョンに対し 1つのメーカーに対して早期提供されていた。2012年 5月現在、この

399ドルのサムスン製端末は、オンラインストアの『Google Play Store［22］』において入手す

ることができる。この端末は、SIMロックがされておらず、消費者が自由に携帯電話キャリアを

選択することが可能である。この新たなグーグルの取り組みは、携帯電話端末の販売に、どの

ような効果を与えるか注目が集まっている。

ユニバーサルモデル

　2011年 10月 1日付けで、シャープは携帯事業を担当する事業本部にグローバルモデルの企画

および開発を推進するグローバル商品開発センター、グローバルソフト開発センター、グロー

バルマーケティングセンターを開設した。特に、グローバルマーケティングセンターはグーグ

ル、テキサスインスツルメント、フェイスブックといったスマートフォン時代のキープレーヤー

に近い米サンノゼに拠点を開設し、最新の情報を入手し緊密な関係を構築する狙いがある。

　近年スマートフォンの販売でシェアを伸ばしているサムスンやLGは、グローバルで通用する

製品開発に特化する一方で、重点市場に対しては現地の統括会社が主導となり、ローカルフィッ

ト型の製品づくりを行っている。これらは、ODM生産［23］を活用し推進している。

セキュリティ

　スマートフォンは、従来の携帯電話と異なり、アプリケーションソフトをインストールする

ことにより、機能の追加や拡張を行える点でパソコンと類似しており、セキュリティの不安が

あると感じる利用者も多い。

　従来の国内の携帯電話では、各社の端末ごとに使用しているOSやソフトウェアが異なる上に

日本国内を中心に使われる。この状況では、脆弱性を悪用したとしても影響範囲が限定的であ

るため、攻撃者に取ってはメリットが小さく、これまで大きな問題となることはなかった。

　スマートフォンではパソコンと同様に、世界的に共通のOSやソフトウェアが使われている。

[22] グーグル社の直販サイトのこと。
[23] 製造する製品の設計から製品開発も受託者が行い、製造を行う生産方式のこと。
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　IPA(独立行政法人情報処理推進機構)は、スマートフォンのうちAndroid OSを搭載したスマー

トフォンに対して特に脆弱性を指摘している。Android OSは世界的に広く普及しており、オー

プンソースソフトウェアを基に開発されていること、アプリケーション配布の自由度が高いこ

とから、脆弱性を狙われやすい傾向にある。

　現在、ビジネスシーンでのスマートフォンの利用は拡大している。内線電話や企業のサーバ

との同期などシームレスな接続環境によって、意思決定の迅速化と機会損失の低減を可能にし、

更にウェッブ上のサービスや情報とが繋がることで、コミュニケーションや情報へのアクセス

を活発にさせるのである。しかし、企業が生産性向上のためにスマートフォンの導入を考えて

いるとすれば、セキュリティの懸念は最大の関心事項となるであろう。

PMC の課題

　歴史的な円高基調の継続や低金利政策の長期継続、並びに東日本大震災などによる国内市場の

低迷の影響、更には生産拠点の海外シフトや韓国、台湾、中国などの後進国の飛躍的な成長によっ

て、日本のモノづくり産業は大きな転換点を迎えている。

　2012年 5月 29日、時事通信はパナソニックが本社の従業員約7,000人について、配置転換や

希望退職によって今年度中にも半減する方向で検討に入ったと報じた。パナソニックは、2012

年度 3月期決算で製造業としては過去最大規模の7,721億円の連結赤字を計上していることも

あり、本社をスリム化する「本社機能改革」が今年度事業方針に盛り込まれていた。

　こうしたなか、PMCはどのようにすれば再び栄光の座を取り戻すことができるのであろうか。

スマートフォンが本格普及し始め、イノベータ理論で言う所のイノベータ・アーリーアダプタ

というユーザー層から、レイトマジョリティ層が中心となってきた。これらの層は、周囲の意

見や店頭の販売員のお奨めを選択する傾向にある。また、スマートフォンはOSが世界標準であり、

PMCにとって海外市場も魅力的に映る。PMCを取り巻く環境は急速に変化している。

　「より安価に」「より多くの人に」という水道哲学の解釈について、今、新たな方向性が求め

られている。
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付属資料1

出所：Panasonic Annual Report 2012

出所：Panasonic Annual Report 2011
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出典：パナソニック株式会社『2011 年度有価証券報告書』

付属資料3

パナソニック社・事業の系統図
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付属資料4

パナソニック社の沿革
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出典：パナソニック株式会社『2011 年度有価証券報告書』
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出所：Panasonic IR サイト

出所：MM 総研　http://www.m2ri.jp/newsreleases/main.php?id=010120120509500

付属資料5

パナソニック モバイルコミュニケーションズの業績

付属資料6

2011年度の国内携帯電話市場の出荷台数シェア
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付属資料7

パナソニックの経営理念

　私たちの使命は、生産・販売活動を通じて社会生活の改善と向上を図り、世界文化の進展に

寄与すること―――。綱領は、パナソニック・グループの事業の目的とその存在の理由を簡潔

に示したものであり、あらゆる経営活動の根幹をなす「経営理念」です。

　昭和 4年、創業者の松下幸之助が制定して以来、現在に至るまで、私たちは常にこの考え方

を基本に事業を進めてきました。また、海外事業展開にあたっても、その国の発展のお役に立ち、

喜んでいただけることを第一義としてまいりました。

　社会、経済、産業…あらゆる面で大きな転換期にある今日、“社会の発展のお役に立つ”企業

であり続けるために、パナソニック・グループは今後も経営理念に立脚し、新しい未来を切り

拓いてまいります。

出所：パナソニックホームページ

幸之助哲学

　パナソニックには「企業の使命は社会に貢献する事である」という経営基本方針がある。そ

の貢献の度合いによって利益は与えられると考えるのである。言い換えれば利益が確保できな

いことは、社会に役立つ仕事をしていないことになる。社会から仕事が評価されていないか、仕

事のやり方が悪いか、いずれにせよ、企業の経営活動は利益に現れる。松下幸之助が一代で世

界的企業を築き上げた背景には、松下経営の神髄である一貫した経営理念が存在しており、松

下が事業体験を通じて培った、経営哲学ともいうべきものの考え方が確立されている。
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　経営というものは、「経営理念や経営哲学という基本の考えに立って行うならば、必ず成

功するものだと体験的に感じている。この会社は何のために存在しているのか。この経営を

どういう目的で、またどのようなやり方で行っていくのかという点について、しっかりとし

た基本の考え方を持つ」ということである。

　人間の本質なり、自然の摂理に照らして何が正しいかということに立脚した経営理念という

ものは、昔も今も将来も、また日本においても外国においても通じるものがある。何が正しい

かという人生観、社会観、世界観に立った経営理念をもち、それを基礎において、時々刻々の

経営を行っていくことがきわめて大切だと幸之助は考えていた。

出典：松下幸之助『実践経営学」, PHP文庫 , 2001年 .

生成発展

　生成発展ということは、一方で絶えず新しいものが生まれてくるということであり、その一方

で衰退、消滅していくものがある。そういったすべてを含み、全体として生成発展していると

いうことである。事業経営においても、個々の商品なり業種なりについては、一定の寿命とい

うものが考えられる。しかしそれだけを見て、全体としての大きな生成発展ということを見失っ

てはいけない。このような明確な認識があってこそ、いかなる場合においても真に力強い経営

を展開していくことが可能になるのである。

出典：松下幸之助『実践経営学」, PHP文庫 , 2001年 .

企業の社会的責任

　自分の会社の活動が社会の人々にとってプラスになっているかどうかということを常に自問

自答する必要がある。“この会社がなくなったら、社会に何らかのマイナスをもたらすだろうか。

もし、何らのマイナスにならない、いいかえれば、会社の存在が社会のプラスにならないので

あれば解散してしまったほうがいい。もちろん、従業員なり、会社に関係する人は困るだろうが、

それは仕方がない。多数の人を擁する公の生産機関として社会に何らのプラスにもならないと

いうことは許されない”そのように考え、また折にふれそういうことを従業員にも訴えてきた。

　社会の公器として事業経営を行っている企業が、その活動からなんらの成果も生み出さないとい

うことは許されない。使命を現実に果たしていって、はじめてその企業の存在価値があるのである。

出典：松下幸之助『実践経営学」, PHP文庫 , 2001年 .
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利益は報酬である

　事業を通じて社会に貢献するという使命と適正な利益というものは決して相反するものでは

ない。使命を遂行し、社会に貢献した報酬として社会から与えられるのが適正利益だと考えられ

る。赤字を出すことは基本的にはよくないことであり、企業の社会的責任を果たし得ていない姿

だという認識を自他ともにしっかりともたなくてはならない。暴利はいけないが、適正な利益は、

企業自体だけでなく、社会全体、国民全体の福祉の向上のためにも必要不可欠のものであると

いう認識を、企業経営者はもちろん、政府も国民もはっきりともつことが大切である。

出典：松下幸之助『実践経営学」, PHP文庫 , 2001年 .

共存共栄

　企業は社会の公器である。したがって企業は社会とともに発展していくのでなければならな

い。自分の会社だけが栄えるということは、一時的にはあり得ても、長続きはしない。すべて

の関係先との共存共栄を考えていくことが大切であり、それが企業自体を長きにわたって発展

させる唯一の道であるといってもいい。共存共栄は相手の立場、相手の利益を十分に考えて経

営をしていくということである。

出典：松下幸之助『実践経営学」, PHP文庫 , 2001年 .

成功すると考えること

　経営というものは、正しい考え、正しいやり方をもってすれば必ず発展していくものと考え

られる。それが原則なのである。業績の良否の原因を、不況という外に求めるか、みずからの

経営のやり方という内に求めるか。経営のやり方というものは、いわば無限にある。そのやり

方に当を得れば必ず成功する。

出典：松下幸之助『実践経営学」, PHP文庫 , 2001年 .

ダム経営

　ダムのようなものを、経営のあらゆる面にもつことによって、外部の諸情勢の変化があって

も大きな影響を受けることなく、常に安定的な発展を遂げていけるようにするというのが、こ

の“ダム経営”の考え方である。設備のダム、資金のダム、人員のダム、在庫のダム、技術のダム、
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企画や製品開発のダムなど、いろいろな面にダム、いいければ、ゆとりをもった経営をしてい

くということである。

出典：松下幸之助『実践経営学」, PHP文庫 , 2001年 .

人をつくること

　どんな経営でも適切な人を得てはじめて発展していくものである。いかに立派な歴史、伝統を

もつ企業でも、その伝統を正しく受け継いでいく人を得なければ、衰退することになる。経営

の組織や手法ももちろん大切であるが、それをいかすのはやはり人である。人を育てる場合には、

職業人としても社会人としても立派な人間を育てることを強く心しなくてはならない。

出典：松下幸之助『実践経営学」, PHP文庫 , 2001年 .

時代の変化への適応

　よく長い歴史と伝統をもった“老舗”といわれるところが、経営の行き詰まりに陥ることが

ある。そういうところは、正しい経営理念を持たないかというと決してそうではない。むしろ、

どこにも負けないような創業以来の立派な経営理念が明確に存在しているのである。せっかく

そうしたものをもちながら、それを実際に適用していく方針なり、やり方に、今日にそぐわな

いものがあるわけである。かつて成功した昔ながらのやり方に、今日の時代にそぐわないもの

があるわけである。かつて成功した昔ながらのやり方を十年一日のごとく守っているという場

合も少なくない。もちろん、旧来のやり方でも好ましいものはそのまま続ければいいわけだが、

やはり時代とともに改めるべきは次々に改めていかなくてはならない。

出典：松下幸之助『実践経営学」, PHP文庫 , 2001年 .

日に新た

　いかに立派な経営理念があっても、実際の経営をただ十年一日のごとく、過去のままにやって

いたのでは成果はあがらない。製品一つとっても、今日では次々と新しいものが求められる時

代である。だから正しい経営理念をもつと同時に、それにもとづく具体的な方針、方策がその時々

にふさわしい日に新たなものでなくてはならない。この“日に新た”ということがあってこそ、

正しい経営理念もほんとうに永遠の生命をもって生きてくるのである。

出典：松下幸之助『実践経営学」, PHP文庫 , 2001年 .
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素直な心

　経営者が経営を進めていく上での心がまえはいろいろあるが、いちばん根本になるものとし

て、私自身が考え、努めているのは素直な心ということである。素直な心とは、いいかえれば、

とらわれない心である。自分の利害とか感情、知識や先入観などにとらわれずに、物事のあり

のままに見ようとする心である。

出典：松下幸之助『実践経営学」, PHP文庫 , 2001年 .

水道哲学

　世界の人々にとって、生活の必需品は、なにもかも「水道の水」のように、人々に広くゆき

わたり、等しく安く、価格を下げていくことが大切である。松下幸之助氏は生活に必要な物資、

良いものを水道の水のように安く、無尽蔵に提供し、それによって貧乏人をなくし、楽土を築く

こと、これが松下の産業人としての使命であることを悟り、経営者としての思いを高めた。同

じ経営理念であっても、それにもとづく具体的な経営のやり方は無限といってもいいほどある。

経営者が自分の持ち味をいかしたやり方でやればいいのであって、決して画一的なやり方がい

いというのではない。自分には自分の持ち味に合った一番いいやり方があるはずである。

出典：宮本直和『松下幸之助に学ぶ思いの技術』, 彩図社, 2002年 .

付属資料8

家電メーカー系列店の状況

出典：各社情報をもとに作成
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付属資料9

ワイヤレス技術の100年［24］

付属資料10

1996から 2003年までの携帯電話世界市場

出典：日経エレクトロニクス 2007 年 4 月 9 日号

出典：(1) 日経産業新聞（1999 年 2 月 10 日）, 日経マーケットアクセス , 

(2)IT Basic Data, (3)ノキア—世界最大の携帯電話メーカー, (4)IDC 

Press release

[24] ワイヤレス技術の 100 年：衛星通信までは通信距離が長いことに価値があった。携帯電話で短距離ワイヤレス
通信の流れができ，ワイヤレス通信端末が広く普及した。無線 LAN によって，家電のような“コンシューマ通信”
が登場，市場の競争条件が変わった。
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付属資料11

スマートフォン契約数の推移・予測（12年 3月予測）

出典： 株式会社 MM 総研 ニュースリリース 2012 年 3 月 13 日

付属資料12

世界スマートフォン市場規模推移　

出典： 矢野経済研究所 スマートフォン市場に関する調査結果  2011（推計）
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付属資料13

端末メーカーのOpen Handset Alliance加入状況
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付属資料14

2012年 1 − 3月期の世界携帯電話メーカー販売シェア

（単位：千台）

出典：Gartner Press Release, Egham, UK, May 16, 2012
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付属資料15

日本の将来推計人口

65歳人口の推移（人口）　　

出典 : 国立社会保障・人口問題研究所

出典 : 国際連合 経済社会理事会 人口開発委員会
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付属資料16

NTTドコモ『らくらくホン ベーシック3』

出典 : 富士通 FMWORLD.NET 携帯電話 http://www.fmworld.net/product/phone/

NTTドコモ『らくらくスマートフォン F-12D』
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付属資料17

Fujisawa SST イメージ

出典 : Panasonic Fujisawa サスティナブル・スマートタウン http://panasonic.co.jp/fujisawasst/

Fujisawa SST　コンセプト

出典 : Panasonic Fujisawa サスティナブル・スマートタウン http://panasonic.co.jp/fujisawasst/
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付属資料18

アマゾン Kindle

出典：Amazon.com, http://www.amazon.com/kindle-store-ebooks-newspapers-blogs/
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